
税制改正大綱を一読しただけでは、現行の税法規定との比較がなされていないので
変更点がわかりにくいといった声も耳にします。

そこで！令和８年度の改正内容について、実務への影響をいち早く紐解き、
先生方が押さえておくべきポイントや注意点について3時間で徹底解説いたします！
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令和８年度 税制改正大綱 徹底解説セミナー 

税理士の皆さま向け！実務への影響を紐解く！
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１号館 401 号室

 伊藤 俊一
都内会計事務所を経て、都内コンサルティング会社
にて某メガバンク案件に係る事業再生、事業承継、
資本政策、相続税等のあらゆる税分野のコンサル
ティングを経験。
特に、事業承継・少数株主からの株式集約・相続税・
地主の土地有効活用コンサルティングは数百件の
スキーム立案経験を持つなど、豊富な経験と実績を
有している。

伊藤俊一税理士事務所　所長・税理士
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㈱エッサム Web・EF事業推進部　ＴEL.03－3254－8762（平日9時～17時）

FAX によるエッサムセミナーのご案内を希望されない場合は、
枠内の項目にご記入の上、本紙を FAX 返信 (03-5256-7804) 下さい。 ■FAX 番号  　（　　　 　　）　　　　　　 －
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個人所得課税
・基礎控除・給与所得控除の引き上げ
・住宅ローン控除等の延長と見直し
・新NISA制度の一部見直し
・暗号資産取引に係る課税の適正化
・高所得者層に対する課税の強化
・青色申告特別控除の要件厳格化と控除額引き上げ
・通勤手当・食事支給の非課税枠等の見直し
・ふるさと納税の見直し

　資産課税
・事業承継税制（特例措置）の見直し
・相続税等の財産評価の適正化　
・貸付用不動産の評価見直し）

　法人課税
・少額減価償却資産（30万円未満）の特例の見直し
・大胆な設備投資促進税制
・研究開発税制の見直し
・賃上げ促進税制の一部廃止と見直し

　消費税
・国境を越えた電子商取引に係る課税の見直し
・インボイス制度の経過措置の見直し
・輸出免税の範囲見直し

　納税環境整備
・電子手続の利便性向上
 （e-Taxの連携、通知の電子化 等）


